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はじめに
　労働運働の停滞が言われて久しい。労働組合運動での戦闘力と連帯力の発揮である労働争

議の状況を見ても、２０１３年の日本の争議発生件数は３１件、争議参加人数は２０００人、労働損失日

数は７０００日と極めて少ない。諸外国の争議発生件数、争議参加人数、労働損失日数を見れば、

アメリカが１５件、 ５ 万５０００人、２９万日、韓国は７２件、６３万８０００日、イギリスは１１４件、３９万５０００

人、４４万４０００日、ドイツは１３８４件、６ 万７０００人、１５万日となっている（労働政策研究・研修機構、

２０１５　P２１９-２２０）。このように労働運動の国際比較を見ると、日本の数字は極めて異常である。

日本の労働運働が停滞しているのは、日本の労働社会が労働運働を必要としないほど豊かで

不安のない社会であるということを意味していない。それどころか雇用の面では、１９９０年には

非正規労働者数は８７０万人、非正規労働者比率２０.０％であったのに対し、１９９０年代後半から急速

に増加し、１９９８年には１２１０万人、２４.８％に上昇し、２０１５年には１９８０万人で３７.６％に達する（「労

働力調査」）。しかも２０００万人近い非正規労働者の賃金は、正規労働者の ６ 割程度に過ぎない。

現代日本社会は、雇用が不安定で低賃金の非正規労働者が２０００万人いる社会なのである。しか

し非正規労働者を組織し、待遇改善を目指す労働運働の取り組みは弱い。

日本の労働運働はなぜ停滞しているのかという問題を考えるとき、常に日本の労働運働が弱

体だったわけではない。敗戦直後には、経済の崩壊を前にして、体制的危機を招来するほどの

生産管理闘争というやや異質な労働運働が展開されたことがある。本稿は、この生産管理闘争

に焦点を当て、その歴史的意義を敗戦後の体制的危機のなかに位置づけようとするものである。

敗戦後体制的危機下の経済再建と労働運動

藤　田　　実
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１ ．体制的危機と生産管理闘争
１９４５年 ８ 月の敗戦による旧体制（軍事的半封建的資本主義）の崩壊後、日本資本主義はGHQ

の占領体制下でアメリカの世界戦略とも対応しながら、戦前・戦時体制の解体と資本主義的経

済再建が課題になった。

戦前・戦時体制の解体では、アメリカの占領方針に基づき、さまざまな「民主化」政策が行

われた １ 。これは、周知のように１９４５年１０月１１日の「日本民主化に関するマッカーサー元帥の

見解」として発表された五大改革指令に基づいて、制度化された。それは、参政権の付与によ

る日本婦人の解放、労働組合の結成の促進、学校教育の自由化、国民に恐怖を与えていた諸制

度の廃止、経済組織の民主化である。

経済の「民主化」政策では、経済上の非軍事化措置が求められ、軍需生産および軍需研究が

禁止された。「民主化」政策では、周知のように、財閥解体、農地改革、労働改革が矢継ぎ早に

行われ、侵略戦争を遂行した旧体制を支えていた経済的・社会的基盤が除去された ２ 。

資本主義的再建の基盤となる経済面の改革は１９４５年から４６年にかけてGHQの指令やイニシア

ティブで行われたが、戦争による生産設備や鉄道・通信などのインフラ設備の破壊によって、

敗戦後の鉱工業生産は壊滅状態に陥った。終戦直後の鉱工業生産指数（１９３５〜３７年＝１００）は

１９４５年 ８ 月が製造業７.５、食品工業１９.７、石炭４８.３であり、１９４６年 ２ 月でも１５.１、４３.１、３９.０と惨憺

たる有様であった（有沢・稲葉、１９６６、P５）。

敗戦後の日本では、生産活動の崩壊だけでなく、生産活動の基盤となる電力と石炭不足も顕

著となり、鉄道輸送の行き詰まりも明らかになった。電力不足に対しては随時停電させるとい

う緊急制限措置がとられ、鉄道では輸送制限措置がとられるなど，生産基盤、生活基盤は崩壊

状態にあった。

そのうえ、朝鮮、台湾の植民地喪失により、海外植民地からの食糧の調達も途絶え、国民は

飢餓状態にあった ３ 。配給制度は実質上崩壊し、「１９４６年半ばから４７年半ばには、必要カロリー

の三分の一もしくは四分の一に満たないところまで落ち込んだ」（ジョン・ダワー、２００４、Ｐ１０２）。

また敗戦後、１９４５年末から４６年にかけての臨時軍事費の支払いを契機にインフレが高進し、

日本経済を混乱に陥らせた。１９４６年毎月の東京小売物価指数の対前年同期比上昇率をみると、

１ 月の１９２.４から急速に上昇し続け、１１月には７２２.３まで上昇した（通商産業省、１９９１、P２５１）。

敗戦直後の経済は生産活動の停滞、飢餓的水準の食生活、インフレの高進によって、労働者

の賃金は「労働力の再生産費以下」（通商産業省、１９９１、P２９５）にあるなど、日本経済は「縮

小再生産」状態にあった。

生存限界以下に切り下げられた賃金と飢餓水準の生活を前にして、労働者は戦後民主化政策

で可能になった労働組合を結成し、生活防衛のための闘いに立ち上がった。労働組合結成は急

速に進み、１９４５年１２月末で５０９組合、組合員数３８万６７７人であったのに対し、４６年１２月末には

１７２６５組合、４８４万９３２９人に急拡大した。労働者は、組合結成と同時にインフレに対応して賃金

引き上げを求めると同時に「経営機構の改革、監督者の排斥、職員・工員の差別撤廃など既存
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の経営秩序の変革を求める要求や，人事参与、経営参加など、賃金・労働条件を超える経営問

題についての組合の発言を求める要求も多かった」（兵藤、１９９７、P４５）という。

敗戦という現実を前にして国民は「虚脱」状態に陥ったとも言われるが ４ 、燎原の火のごとく

結成された労働組合は、「虚脱」状態に陥るどころか、経営者の「無為無策」「生産サボター

ジュ」に対抗して、自ら生産を管理する生産管理闘争を展開していった ５ 。生産管理闘争は、

１９４５年１０月の読売新聞社での従業員組合結成と争議に始まり、４５年末から４６年 ５ 月までに京成

電鉄、東芝、日本鋼管鶴見製作所、三菱美唄炭鉱、東宝などで闘われた。生産管理闘争の件数

は、１９４６年 ２ 月から１２月まで毎月２０件以上、参加人員はピーク時には ３ 万８０００人を上回り、全

争議参加人員でみた比率は５０％を超える月も多い（ １ 表）。しかも ６ 月１３日に出された政府の

「社会秩序保持声明」後も生産管理闘争は高揚した状態が続いている。

生産管理闘争は、最初から資本に代わって労働者が生産機構を支配し管理するということを

目的意識的に追求したわけでなく、最初は圧倒的に賃金増額を要求していた。それは生産管理

闘争に踏み込んだ争議の当初の要求事項をみると、約７０％が賃金増額要求であったことからも

わかる。（ ２ 表）。これは賃金がインフレにも関わらず停滞し、労働者が生活困難に陥っていた

ことを反映しているが、それが労働者による生産管理という、一見すると「社会主義」的争議

戦術をとるに至ったのは、何故か。労働組合は生産管理を最初から目的意識的に追求したとい

２ 表　生産管理闘争時の要求事項
要求項目 件数 割合
賃金増額 ７２ ６９.２
監督者排斥 ７ ６.７
労働協約の締結 ５ ４.８
解雇反対または解雇者の復職 ４ ３.８
経営参加 ２ １.９
賃金支払い ２ １.９
賃金算定支給方法の変更または反対 １ １.０
その他 １１ １０.６
合計 １０４ １００.０
出所：中央労働学園（１９４７）

１ 表　生産管理闘争の推移
争　議 うち生産管理 　備　　　考
件数 参加人員（a）件数 参加人員（b） b/a 　

１９４６年 １ 月 ５２ ３８,０９６ １３ ２９,０２９ ７６.２

１９４６年 ２ 月 ５８ ２９,４８２ ２０ １５,８０６ ５３.６ ２.１　 ４ 相共同声明「違法不当なる行動に対しては、・・・・断固
処断せざるを得ない

１９４６年 ３ 月 ８７ ６１,３２１ ３９ ２０,６５１ ３３.７
１９４６年 ４ 月 ９３ ５１,１０６ ５３ ３４,８１５ ６８.１
１９４６年 ５ 月 １０９ ５１,９０３ ５６ ３８,８４７ ７４.８
１９４６年 ６ 月 ８７ ２７,４３４ ４４ １８,０５６ ６５.８ ６.１３ 社会秩序保持声明「社会秩序に重大な影響を与える」
１９４６年 ７ 月 ９８ ２７,７２７ ２５ ２,４７８ ８.９
１９４６年 ８ 月 １１８ ５２,８８５ ２８ ２３,２４４ ４４.０
１９４６年 ９ 月 １３５ １１９,３８５ ３７ ２２,３９０ １８.８
１９４６年１０月 １６７ ２０１,８６２ ３５ ９,１３８ ４.５
１９４６年１１月 １３６ ８８,４１０ ２４ ７,６６３ ８.７
１９４６年１２月 １１８ ９４,７６２ ２６ ８,５６６ ９.０
出所：増山（１９７６）
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うよりも、賃金増額などの要求を経営者に認めさせる戦術として採用したという面が大きい。

すなわち、最初はストライキなどで要求を認めさせようとしたが、経営者が企業活動を再開し

ない（できない）状態では、決して経営者に打撃を与えることはできない。そこで労働組合が

自主的に生産を進めることにしたのである。それはストライキなどを行った後に、生産管理に

突入したことからも明らかである（中央労働学園、１９４７、P３５）

２ ．生産管理闘争の実態
①管理機構の性格

生産管理闘争がどのような内容を持って展開したかという点では、統一した実態を持つもの

ではなく、争議に応じてさまざまな内容を持っていた。

生産管理を労働組合が担うとしても、企業経営を進めるためには管理機構は必要となる。生

産管理をすすめる指導機関は、a.最高指導機関を新たに創設する場合（読売新聞）、b.組合の執

行委員長をそのままこれにあてる場合（京成電鉄）、c.工場長をあてる場合（日本カーボン横浜

工場）という三つの形態があった ６ 。このうち、cは「生管闘争の主体は組合であるから、寧ろ

例外である」（中央労働学園、１９４７、ｐ４０）ので、組合は基本的には従来の経営機構とは異なる

指導機関を設置したということができる。

読売争議では従業員組合の執行委員長が最高闘争委員会の委員長となり、最高闘争委員会が

決定的権限を有し、議決機関と執行機関として組合の執行委員が生産管理のための闘争委員と

して活動する闘争委員会が結成された。京成電鉄の場合は、組合の執行委員長が各駅長に直接

命令を発するなど、組合の執行委員長が経営の指揮をとっていた。

生産管理のための管理機構は、新たに管理機構をつくった場合（日本鋼管鶴見争議、阪神電

鉄争議）と従来の管理機構そのままを利用する場合（日本精機足立工場争議、古河工業横浜電

線争議）があった。

従来の管理機構をそのまま利用した日本精機足立工場の場合は、本社工場長と課長の指揮命

令は排除したものの、課長の職務は次席が担当し、工場長の職務は次席の合議制で担当したの

で、従来の管理機構がそのまま労働者への指揮命令を担った。古河工業横浜電線の場合は、所

長の代わりに生産委員長を置くが、その他は従来の管理機構を利用している。従来の管理機構

をそのまま利用した場合には、生産活動を支障なく行うことができた。しかし、生産過程にお

ける主導権は従来の管理職が担うという点では、管理─被管理という関係を変えるものではな

かった ７ 。この事例では、山本（１９７７）が主張するような「いまだ幼弱なものにとどまってい

たとはいえ工場ソヴィエトの萌芽形態」（P１５２）というのは、過大評価のように思われる。

新たに管理機構をつくった日本鋼管鶴見工場の場合は、生産管理の機能を会社側の管理機構

に依存せず、独自に生産管理のための管理機構を次のように組織した。平尾（１９８９）によれば、

「生産管理闘争としての事業運営に関する全ての問題は職場委員会（各部門の専門たる係長、役

付工員より構成）で協議し決定された。この職場委員会＝生産責任者会議は、専門委員を介し



19

て執行委員会と緊密に連携を保ちながら生産計画、作業方法に強い規制力を発揮し」（p１０８）た

という。日本鋼管鶴見工場の場合は、職場委員会は上級管理職というよりも下級管理職が担

い、労働組合の執行委員会と連繋して、生産計画や作業方法に職場規制力を発揮したという点

では、労働者が生産管理機能を掌握し、何をどのように作るかという生産過程における「構想」

の一部を労働者側に取り戻したということができよう（ １ 図）。この意味ではブレイヴァマン

（１９７８）の「実行と構想の分離」に基づく資本主義的生産管理でなく、労働者自主管理に基づく

社会主義的な生産管理を志向したと考えることができる。

読売新聞社の生産管理体制は、会社組織である各部より選出された闘争委員によって常任委

員（８０名）を互選し、常任委員から最高委員（ ８ 名）を選出し、その最高委員会が闘争の基本

方針を決定した。決定事項は常任委員、闘争委員を通じて、各職場に伝達された。

具体的な業務遂行は決議・執行機関としての最高闘争委員会の下に新聞製作、発行、進行委

員会、生産委員会、編集委員会が置かれ、会社組織である工務局、業務局、編集局、調査局な

どの組織は生産委員会の下におかれ、それぞれ新聞発行に関わる業務を遂行した。

このように編集局、工務局の一部が連繋し、新聞製作の任に当たったという点では、従来の

管理機構をそのまま利用した事例のように見える。しかし従来の管理機構を生産管理のための

組織に衣替えさせたことで、「旧来の職制機構を重役会と切断し」て「全従業員の闘争組織─対

外的には労働組合─としてつくりあげられた」（増山、１９７６、ｐ５４）という点では、資本の旧来

の管理機構を簒奪して労働者による管理機構に作り替えたということができる。この意味で

は、日本鋼管鶴見工場の場合と同じく、労働者自主管理に基づく生産管理を志向したと言える

だろう。

生産管理闘争の性格を考える場合、重要なのは職員の参加である。労働者の自主管理によっ

て、生産活動を進める場合、資材の入手、資金の調達、製品の処分、生産の技術的指導など

で、職員層の参加は不可欠だからである。中央労働学園（１９４７）によれば、職員・技術者の参

加は５８件、技術者のみが ５ 件、両者不参加は ８ 件（残り １ 件は不明）となっており、大多数の

生産管理では職員層が参加しているようにみえる。

しかし兵藤（１９９９）によれば、職員層の参加が多いように見えても、「主要な生産管理闘争の

事例の中で実際に職員層が積極的・主体的に闘争に参加した見ることが可能なケースは八例、

比率にして六割弱にすぎない」として、「ブルーカラー主導の色彩が濃い闘争であったと言うべ

きではないか」（p２１）と結論づけている。

１ 図　日本鋼管鶴見工場の生産管理闘争における管理機構

常任執行委員会 ── 執行委員（７０名）
執行委員長 ───
　　│ 管理委員会 ── 工場委員会 ── 職場委員会（生産責任者会議）
専門委員（ ６ 名）
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労働組合が主導した生産管理闘争という性格から、管理職層が加わらないというのは当然で

あるとしても、戦前来の工職身分意識が残っていたと思われる敗戦直後の時期に職員層が参加

したこと自体が、戦後の民主化を象徴する出来事と言える。生産管理闘争自体は「ブルーカ

ラー主導」であったとしても、工職一体となって生産管理闘争を行った組合が存在したという

事実は、工職身分差別撤廃闘争とならんで、のちの工職一体の企業別組合の結成につながった

ということができよう。

なお読売争議の場合は、編集局、総務局、企画局、調査局など職員部門にも闘争委員会が作

られたが、増山（１９７６）は、「経営、総務部門に「経営委員会」をつくりえなかったところに、

『読売』生産管理体制の限界があった」（p５４）としている。ここでの限界が何を意味している

のか明確ではないが、経営の中枢機構を労働者が掌握できなかったことで、「工場を占拠し、労

働者が生産過程を掌握して、工場ソヴィエト的なものに発展させながら、資本家階級を徹底的

に追いつめていく、という革命的な闘争手段としての生産管理闘争」（p６０）に発展しなかった

ということであろう。生産管理闘争を社会主義ソヴィエト的な生産管理を志向するものと性格

づけようとする増山の見地からすれば、当然の評価というべきか。

②生産管理の実態と効果

労働組合はどの範囲まで生産管理を行ったのだろうか。労働組合が生産管理を行うには、生

産過程を掌握するだけでなく、流通過程をも掌握しなければ持続できない。すなわち労働組合

が主体となって原材料を購入し、製品を販売するとともに、労働者への賃金支払いを行わなけ

ればならない。他方で企業の所有物である在庫の原材料や製品を勝手に販売したりすれば、横

領罪として提訴される可能性がある ８ 。この点では、中央労働学園（１９４７）によれば、当初は

「手持ち資材及び製品を事業主の意に反して処分するというのは少な」く、生産管理闘争７２件の

うちわずか ２ 件でしかなかった。例えば、読売新聞社の場合は、労働組合による自主管理は編

集と印刷の全過程にわたっていたが、資材購入、資金、賃金支払いなどには関与していない。

しかし、オリエンタル写真工業争議のように、生産管理闘争の名で製品販売・処分するものも

あり、この場合には企業側から製品販売・処分停止を命じる仮処分請求が出されている。

生産管理闘争期間中の賃金支払いはどこが行ったのだろうか。この点では、中央労働学園

（１９４７）は、「会社側支払 ５ 件、組合側支払２２件（内訳では、従来通り ９ 、要求額─事業主回答

額を含む─ ６ 、不詳１７）、報告の不明のもの３５」となっている。労働組合が経理出納事務を押さ

えたことを反映して、賃金支払いは組合主導で行っている。ただし従来通りの支払いを行った

件数が多く、これをもって中央労働学園（１９４７）は「闘争指導者が良心的に且つ公正に闘争を

進めている証拠である」と評している。

生産管理闘争で重要なのは、期間中に出勤率が向上し、生産意欲が向上したということであ

る。例えば日立精機足立工場では出勤率はそれ以前より１０％向上、９０％となり、古河電気工業

横浜電線製造所では出勤率は１８％も上昇し、９８％となった。三井美唄炭鉱の場合は、争議突入
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前の１９４５年１１月の一日平均出炭量は２６１トンであったのに対し、生産管理に突入した１２月２１日に

は６２１トンに増加し、出勤率も１２月１３日の５０％から８２％に増加した。しかもそれまで１２時間労働

であったのに、名目 ８ 時間、実働 ６ 時間に短縮しての成果であったという。これは戦争直後の

民主化で労働組合が結成され、労働者の要求を掲げ企業との団体交渉を行うことで団結力が高

まるとともに、生産管理闘争の突入で労働者の自主性・自律性が高まったことによると考えら

れよう。

３ ．生産管理闘争の性格をめぐって
戦後の民主化と経済危機を背景に大きく盛り上がった生産管理闘争の性格をどのように規定

すべきであろうか。

この点について、兵藤（１９９７）は、「企業がいわゆる＜生産サボ＞に憂き身をやつしているも

とでは、生産管理はストライキよりも有効な戦術であった」（P４５）として、労働者の要求実現

の有効な手段であったと評価している。これに対して、資本家抜きで企業を経営するという意

味で、「社会主義的」性格を有していた側面を重視する見解としては、山本（１９７８）がある。

山本（１９７８）は、読売争議における生産管理を「社会革命の権力機構＝工場ソヴィエトへの

転化を展望しうるような、戦略上の意義をもった運動形態であるのか」（P１０）と問題提起して

いる。この観点から、山本は、第一次読売争議を評して、「他に先がけて帝国主義戦争の責任を

追及し、「生産管理」に従業員の大多数を結集し、資本家的経営秩序を掘り崩しつつあったにも

かかわらず、自ら「資本主義の抹殺を願うものではない」と宣言し、「資本と経営の分離」「経

営参加」の要求のなかにとじこもってしまった。また、このこと自体が「生産管理」の争議戦

術としての効果をも著しく弱めてしまうことになった」（山本、１９８７、P１４３）と批判している。

実際に、生産管理闘争の盛り上がりに対して、政府は「社会秩序保持に関する政府声明」（１９４６

年 ６ 月１３日）で、争議をさけるために経営協議会等の設置を各企業に設けるように呼びかけて

いる。そして多くの企業が経営協議会を設置している。経営協議会の設置に収斂したとも言え

る生産管理闘争は、一面では社会主義的面を有しながら、それを実質化する方向には向かわな

かったということができる。

また猿田（１９７８）は要求実現だけでなく、経営の民主化を同時に追求したところに、生産管

理闘争の意義を求めている。すなわち「労働者階級が自らの力で、多くの欠陥を秘めつつも、

企業を管理・運営し前近代的な経営の民主化を事実上推し進めながら、賃上げや解雇反対闘争

を闘った点に、当時の生管闘争の大きな意義を認めることができるであろう。」（P７１）同様に、

平尾（１９８９）も、民主化闘争の側面を強調している。すなわち「生産管理闘争は、当時の軍隊

的指揮監督制度や前近代的労働組織にもとづく労務管理の残滓を直接的に打ち破るとともに

「生産サボタージュ」に対する労働者の実践的批判に裏打ちされた「民主化闘争」そのもので

あった。」（P１０１）

しかし生産管理闘争の性格を考えるにあたって重要なのは、闘争の担い手が「生産者意識の
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発現」（兵藤、１９９７、P４９）であり、「自らを生産の担い手として」位置づけていたとみなすに

しろ、「社会革命の権力機構＝工場ソヴィエトへの転化を展望しうるような」性格とみなすにし

ろ、戦後の民主化を背景に、生活維持の側面と同時に民主化を通じての労働者としての力の目

覚めを背景に成立した闘争だということである。生産を担う主体として労働者意識の覚醒は、

企業経営に対する労働者の発言権の要求、その意味では経営の民主化要求につながるもので

あった。

そしてこの労働者としての力の目覚めは社会変革への志向に結びつくことによって、資本に

とっては体制の危機をもたらしかねない危険なものであった。資本は未だ資本主義的再建の途

を確固としたものにできず、他方で労働組合の結成と生産管理闘争を通じて、経営と生産の担

い手として労働者が前面に出るという状況は、資本や日本政府などにとっては、闘争の発展方

向次第では、労働者による企業管理に向いかねず、それを通じて労働者が社会主義革命の主体

として登場する可能性を排除できないものであるという点で、体制的危機をもたらしかねない

からである。そのため、政府は「違法不当なる行動に対しては政府においても、これを看過す

ることなく断固処断せざるを得ない」という「労働運動規制措置に関る内務・司法・商工・厚

生 ４ 大臣声明」（１９４６年 ２ 月 １ 日）「社会秩序保持に関する声明」、検察・法務当局の見解（１９４８

年 ３ 月１９日）などにより、生産管理闘争が資本主義的私有財産権や資本の経営権を侵害してい

るとして、弾圧していったのである ９ 。

もちろん生産管理闘争を、山本（１９７８）（１９７９）のように「社会革命の権力機構＝工場ソヴィ

エトへの転化を展望しうるような、戦略上の意義をもった運動形態」とみなそうというわけで

はない。増山（１９７６）は「生産管理闘争を指導し、普及させたのは日本共産党ではなかったか」

（P６０）と評しており、京成電鉄争議のように共産党員が指導して生産管理（無賃輸送争議）に

進んだものも多い。しかし当時の日本共産党指導部が「社会革命の権力機構＝工場ソヴィエト

への転化を展望しうる」ものと明確に位置づけて、闘争を指導したというわけではない。それ

は、当時の指導幹部である袴田里見が「労働争議と我々の組織的任務」（『赤旗』 ２ 号、１９４５年

１１月 ７ 日付け）と題した論文の中で、「資本主義下において工場委員会が工場管理を行ふという

ことは常道ではないということである。原則的には工場委員会による工場管理は民主主義革命

遂行の後に行はれることである」と述べていることからも明らかであろう。

したがって闘争を担った労働者からしても、闘争を担った指導部（日本共産党）でも、生産

管理闘争は労働者が生産の主体であるという労働者意識の覚醒を基礎に、経営に対して労働者

の発言権の拡充を求める民主化闘争という性格を強く有していたと考えるべきであろう。

４ ．生産管理闘争と経営協議会
支配層が体制的危機を意識せざるを得ないほどの労働組合による生産管理闘争の盛り上がり

と経営の民主化要求に押されて、１９４５年末から経営民主化の一環として経営協議会を設ける企

業が現れてきた。例えば、読売争議では東京都常設労働争議調停委員会の調停による１９４５年１２
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月の「協定覚書」の中で、「社長と従業員代表者とをもって組織する経営協議会を設置し、編集

及び業務に関する重要事項を協議すること」としており、「労働者の経営参加の方向を具体的に

決定づけた。」（山本、１９７８、P１１１）１０。

政府は生産管理闘争が労働組合による経営権の簒奪につながると考え、運動の盛り上がりを

労働者の経営参加で吸収しようとし、経営協議会の設置を進める方向を打ち出した。こうした

政府方針を受けて、１９４６年 ７ 月に中央労働委員会（中労委）は「経営協議会指針」（以下「指針」

と略称）を発表した。「指針」は、経営協議会を「産業民主化の精神に基き労働者をして事業の

経営に参画せしめるため使用者と労働組合との協約によって設けられる常設の協議機関である」

と規定している。同時に、経営協議会の設置によっても資本の経営権には変更がないとも指摘

している。中労委は経営協議会を産業民主化の観点から労働者の経営参加をすすめる常設の協

議機関であるが、それは資本の経営権限を制限しないとしているのである。

では資本の経営権限を制限しない経営協議会には、どのような権限が付与されるのだろう

か。これは労働協約によって決定されるので、労使の力関係次第でもあるが、「指針」では「労

働時間、賃金の支払方法及び法定基準其の他労働条件の適正化に関係ある事項、労働衛生、労

働能率の向上と労働強度の調整其の他労働力の保全に関係ある事項、労働者の関係施設、物資

配給に関する事項、生産計画及びこれを実行するために必要な作業計画に関連ある事項等主と

して直接労働者の利害と関係ある事項」とされていて、賃金や労働時間などの労働条件以外に

労働能率や労働強度も協議対象とされていたり、生産計画や作業計画など経営事項に関する項

目も例示されている。また他の協議事項として例示されているなかには、「労働者の雇入解雇そ

の他人事に関する基準、現実の職制等に関する事項」がある。吾妻（１９４８）によれば、現実の

協約では「人事については、おしなべて、組合との協議ないし組合との同意（承認）なしには

行はない」という方式がとられたという。

「指針」は「紛争ある場合必ずこれを協議会に附議してその解決を図ることとし、その上で

なければ当事者双方とも争議行為を行わない旨の条項を設けること」、協議事項を決定すれば、

それは「労働協約と同一の効力あるもの」とするように勧めていた。

このような「指針」の条項からすれば、「指針」の性格は自ずから明らかとなる。すなわち、

生産管理闘争のような資本の支配を乗り越えるような闘争を未然に防ぎながら、労働条件や解

雇など人事に関する事項では労使の協議事項とする一方で、経営方針や経営計画、経営幹部の

人事は協議事項から外し「主として直接労働者の利害と関係ある事項」に制限することで、資

本の支配を揺るがせないようにしたと言える。この意味では、労働運動を資本主義体制の枠内

に閉じ込めようとしたということができる。

同時に注目すべきは「指針」のもつ積極面である「労働強度の調整」「生産計画及びこれを実

行するために必要な作業計画に関連ある事項」も労使協議の対象とされていることである。労

働強度や生産計画は資本にとっては剰余価値増大の手段であり、労働者にとっては搾取度の高

まりとなって現れる。とくに労働強度は労働時間と労働力要員数との関係で決定されるから、
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職場ごとに生産計画に合わせた適正要員の算定と管理に労働組合が発言権を有するということ

は、労働者が労働過程を管理・統制に関与するためには必須のことがらである。したがって労

働強度や生産計画を労使協議の対象にするということは、労働過程における「実行と構想」の

一部を労働者が取り戻すことができるということを意味している。

しかしそのためには、経営協議会において労使対等の原則の下、労働組合が労働過程の管

理・統制に関する企業の意思決定に関与し、修正を求めるという「緊張関係」「対抗的関係」を

維持することが必要である。

しかし「指針」は、労働者の経営参加を促すという目的から、「主として直接労働者の利害と

関係ある事項」に制限するという性格もあり、団体交渉における団体協約と経営協議による労

働協約との関係が不分明になっているところに、問題がある。本来、労働条件は、労使の決定

的な対抗点であるから、争議権を背景に労使交渉によって決定すべきものである。しかし「指

針」では、労働条件も経営協議事項とし、それを経ないでは争議行為をしないように求めるな

らば、労働条件決定における団体交渉の意義を縮小させかねないものである。そしてこれは、

その後の高度成長期における労働組合の対抗力の喪失＝労使協調をもたらし、職場規制力を喪

失させることにつながったのである１１。

おわりに
１９４５年末から４６年前半にかけて展開された生産管理闘争は、労働者が生産の主体として登場

することによって、資本家＝経営者抜きでも企業を経営できることを示した。しかし生産管理

闘争を社会主義の萌芽と見なすのは誤りで、むしろそれは労働者が生産の主体であるという労

働者意識の覚醒を基礎に、経営に対して労働者の発言権の拡充を求める民主化闘争という性格

を強く有していたのである。ここに生産管理闘争の意義と限界がある。生産管理闘争は、経営

協議会の設置につながるが、それは労働者の経営参加をすすめる常設の協議機関であるが、そ

れは資本の経営権限を制限しないものとなったからである。労働条件も経営協議事項とし、そ

れを経ないでは争議行為をしないような方向をとることで、労働条件決定における団体交渉の

意義を縮小させかねない内実を有していた。そしてこれは、その後の高度成長期における労働

組合の対抗力の喪失＝労使協調をもたらし、職場規制力を喪失させることにつながったのである。

　

注
１ 　この「民主化」政策は侵略戦争を遂行した勢力と基盤の除去を目指したものであるが、それは同時に敗戦後の日本にお

いて勃興しつつあった社会主義勢力に対する対抗という側面もあり、徹底して侵略戦争遂行の基盤となった旧体制・旧
勢力の打破については不十分であった。政治、経済、司法、社会、教育、学術、芸術などの戦争遂行に責任のある者た
ちの責任追及がなされず、占領体制終結後から現在まで、戦前・戦時体制を肯定し、その「復活」をめざす勢力が一定
の割合で日本の各層に根付いている。

２ 　経済の「民主化」政策は、資本主義再建の道を切り開いたが、それは日本国民の社会主義的志向からの遮断、アメリカ
資本の脅威となる企業の分割など、占領者たるアメリカの意図に沿って行われたという面もある。とくにそうした方向
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は、日本を「反共の防波堤」とする占領政策の転換にともなって、労働改革に顕著に現れた。労働運動の激化が占領体
制を脅かすとみるや、１９４６年のコメよこせデモ、食糧メーデーなど大衆的デモ拡大に対するマッカーサーの「警告声明」

（１９４６年 ５ 月）、２.１ゼネスト中止指令（１９４７年 １ 月）、「マッカーサー書簡」での公務員の団体交渉権、争議権否認の意思
表示（１９４８年 ７ 月）、GHQ労働課による労働組合法の改訂指示（１９４８年１２月）などが出された。これは労働運動と労働
組合を資本主義的再建を阻害しない範囲にとどめようとしたものであった。なお占領政策の転換による経済の「民主化」
政策の変遷については、井村（２０００）の第 １ 章第 １ 節「経済面での戦後改革」が詳しい。

３ 　通産大臣官房調査課（１９５４）によれば、日本人が消費する米の３１％、砂糖の９２％、大豆の５８％、塩の４８％が朝鮮、台
湾、中国に依存していた。

４ 　ジョン・ダワー（２００４）は敗戦後、日本人は「『虚脱』状態に陥ったと表現されるようになった」（P９５）と述べている。
５ 　生産管理闘争の契機になったと通例指摘される「生産サボタージュ」について、二村（１９９４）は、生産管理闘争のうち

主要な読売新聞、京成電鉄、東宝などでは手持ち資材の値上りを待つという意味での生産サボは、資材そのものが少な
いことから、経営者にとって「意味をなさない」として、資本側の経営サボを生産管理闘争の契機であるとの通説を批
判している。二村らの生産サボ批判を歴史的事実の中で詳細に検討した兵藤（１９９９）は、「生産減退という現象にそれ
が意図的な「生産サボタージュ」であるという解釈が与えられ、生産管理闘争という行動が生起したのは、共産党の組
織やメンバーが労働者組織の成立ないしは争議の過程に介在したことによってそこに階級闘争の言説が浸透を見た結果
であると考えるべきなのである」（p２６）と結論づけている。兵藤の議論は説得的であるが、労働者にとっては経営者の
サボタージュであれ経営者の無為無策であれ、自分が雇用されている企業の生産活動が停滞し、賃金もインフレに対応
できない水準であることからすれば、正常な生産活動を展開しない（できない）のは、労働者の観点からは「生産サボ
タージュ」であると見えたのではないだろうか。もちろん、兵藤が主張しているように、生産管理闘争が資本の「生産
サボタージュ」に対抗する労働者の革命的決起であるという評価は、単線的な階級闘争史観に強く彩られていることは
確かであるだろうが。

６ 　生産管理闘争における管理機構については、中央労働学園（１９４７）を参照した。
７ 　ただし、当時の労働組合は「部長級の職員と課長の場合には人事課長を除き、また技術者の場合は工場長を除き─工場

長が組合員の場合も少なくないが─他はほとんど全員が労働組合員」（大河内、１９４７、P２７８）だったということからす
れば、生産管理闘争が資本の管理機構をそのまま利用したというのは、驚くべきことではない。

８ 　実際に、生産管理闘争に突入した労働組合に対して、企業側は私有財産権の侵害などとして、労働組合を提訴し、勝訴
した事例がある。例えば、山田鉱業上告事件（１９５０年１１月１５日）で最高裁は、会社資材の売却をなすような生産管理闘
争に対して、「労働者側が企業者側の私有財産の基幹を揺るがすような争議手段は許されない」としている。また愛光
堂印刷上告事件（１９５２年 ２ 月２２日）で最高裁は「使用者側に専属する生産手段の管理を排除して、それを組合側の実力
支配の下に置くことは、いわゆる生産管理とその名目の如何にかかわらず争議行為の適法性の限界を越えたものであ
る」としている。

９ 　GHQは，当初は「京成電鉄や読売新聞の争議は、罷業の形式をとらず新手の争議戦術（生産管理闘争のこと─引用者
注）にでたが、司令部としては争議がいかなる形式であれ、連合軍の占領目的に脅威を与えぬ限りは干渉せぬ方針であ
る」（GHQスポークスマン「日本の労働組合法についての見解」１９４５年１２月）としていた。しかし生産管理闘争が盛り
上がり、資本主義的経済秩序を脅かすようになると、「組合が工場を乗っ取り、経営者抜きにこれを経営する「生産管
理」戦術」に対し、「日本の組合運動を「しつけ」なければならない」（アンドルー・ゴードン、２０１２、P３４４）として、
労働運動を規制するようになった。

１０　もっとも、山本（１９７８）は、前述したように生産管理闘争を「社会革命の権力機構＝工場ソヴィエトへの転化を展望し
うるような」ものと見なす観点から、「闘争委員会体制が会社機構のなかに組み込まれたものにほかならなかった」（P
１２６）と否定的に見ている。

１１　この点に関して、禹（２０１５）は「指針」に対して「団体交渉と労使協議の混合を助長する一方、労働時間を含めた労働
給付を規制できる道筋を提示できなかった」（P３９）と問題点を指摘している。
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